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PPP/PFIの更なる推進に向けた施策の方向性について（案）

令和２年２月○日 

民間資金等活用事業推進委員会 

厳しい財政状況の下、今後多くの公共施設等が老朽化による更新時期を迎え

る中で、効率的かつ効果的な公共施設等の整備等を進めるとともに、新たな事

業機会の創出や民間投資・アイディアの喚起による持続的な経済成長を実現し

ていくためには、公共施設等の整備等に PPP/PFIを一層活用していくことが重

要である。 

今年度は、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律

(PFI法)の施行より 20年が経過する節目の年にあたる。政府においては、

PPP/PFI推進アクションプランを定め、様々な推進策に取り組み、PPP/PFIの

導入実績は着実に増えているが、一方で、PPP/PFIが実施される中で新たな課

題も顕在化している。 

このような状況の中、本委員会では PPP/PFIの更なる推進方策について議論

を行い、その方向性について中間的なとりまとめを行ったので、令和２年度

PPP/PFI推進アクションプランの改定等に向けた今後の議論の参考にされた

い。 

１．公共施設等運営権者が実施できる建築の範囲等 

【現状・背景】 

 現行の PFI法において、公共施設等運営事業は、利用料金を徴収する公共

施設等について、「運営等」（運営及び維持管理並びにこれらに関する企画を

いい、国民に対するサービスの提供を含む。）を行い、利用料金を自らの収

入として収受するもの（PFI法第２条第６項）とされており、「建設」「製造」

「改修」が含まれておらず、「公共施設等運営権及び公共施設等運営事業に

関するガイドライン」においては、「維持管理」を、いわゆる新設や施設等を

全面除却し再整備するものを除く資本的支出又は修繕（いわゆる増築や大規

模修繕も含む。）としている。 

しかし、公共施設等運営事業は契約が長期間にわたるため、運営期間中に
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運営事業と密接に関連する施設の新設や大規模改修等が必要となる可能性

が高い。 

 また、具体的にどのような業務が「維持管理」に含まれるかは、管理者等

が個別に判断すべきとされており、民間事業者等からその範囲の明確化の必

要性が指摘されている。 

【施策の方向性】 

 PFI法を改正し、運営事業に密接に関連する「建設」「製造」「改修」につ

いては、運営事業として実施することが可能な旨を法文上明確化し、民間事

業者が参入しやすい環境を整備すべきではないか。 

 なお、その場合には、運営権がみなし物権であること等を踏まえつつ、公

共施設等運営権者が「建設」「製造」「改修」を実施できる条件については、

様々なケースを考慮した十分な検討をすべきである。 

 

２．キャッシュフローを生み出しにくいインフラへの PPP/PFIの導入 

【現状・背景】 

 地方公共団体における厳しい財政状況や技術職員の減少の下、施設の老朽

化などが進む中で、利用料金等のキャッシュフローを生み出しにくいインフ

ラ(道路や学校等の公共建築物等)の維持管理等においても更なる効率化が

求められている。 

 このため、このようなインフラの維持管理等においても、官による十分な

モニタリングの下、包括的民間委託や、長期の民間委託等を可能とする PFI

方式の導入が効果的と考えられる。 

 しかし、包括的民間委託等を導入した地方公共団体は少なく、かつ、導入

している地方公共団体においても契約期間が短期にとどまっていることか

ら、民間の創意工夫が十分に発揮されているとは言えない状況である。 

この主な原因としては、地方公共団体が包括的民間委託等を導入するにあ

たって、どのように発注したらよいか等のノウハウが不十分であることなど

が考えられる。 

一方、海外においては、道路や橋梁の架け替え等にあたり、アベイラビリ
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ティペイメント方式(維持管理等の成果に応じて予め設定した委託費を変更

する仕組み)を活用しつつ、設計・建設から資金調達・維持管理までを包括

的に民間に委託する事例が増えている。 

【施策の方向性】 

 キャッシュフローを生み出しにくいインフラ分野においても、公共サービ

スの質の維持等に適切な配慮を行いつつ、包括的民間委託や PFI方式の導入

を推進するため、関係府省庁において、モデル事業の実施やガイドライン等

の策定等を行うべきではないか。 

 

３．ファイナンスの選択肢の拡大(SPC株式の流動化に向けた課題等) 

【現状・背景】 

 PFI事業を運営する SPC(特別目的会社) の議決権株式の流動化は、事業に

参画する民間事業者(SPCの株主)において、早期の資金回収を実現し、新規

のインフラ事業への投資を促進する上で有効なものと考えられる。 

 SPC株式の譲渡については、PFI法等に制限の規定はないが、多くの場合、

実施契約において、議決権株式の譲渡の際に管理者等の承認が必要とされて

いる。また、「公共施設等運営権及び公共施設等運営事業に関するガイドラ

イン」では、「譲渡先が公募時に設定された参加資格を満たす者であること」、

「株式譲渡が事業実施の継続を阻害しないこと」の２つの条件を満たす場合

は SPCの議決権株式の譲渡を承認するものとされている。 

しかし、現状では、SPCの既存株主間の譲渡等を除いて、流動化の実績が

ほとんどない状況である。 

【施策の方向性】 

 現行のガイドライン等の周知に努めることはもちろんであるが、さらに、

SPC の株式の円滑な譲渡等のための環境整備として、SPC 株式の譲渡後も事

業の継続性が確保され、地域の理解が得られやすいと考えられる譲渡先や、

譲渡後における SPC の運営の在り方等をガイドラインにおいて具体的に示

すことにより、出来る限り早期に SPCの株式譲渡の実例を創出すべきではな

いか。 
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４．地方公共団体が要するアドバイザリー費用等に対するより適切な支援 

【現状・背景】 

 PFI 事業では、民間の創意工夫を最大限引き出すため、事業の企画段階で

官民対話を十分に行い、官民のリスク分担などを示した実施方針、要求水準

書等を示して公募した上で、設計から運営までを一括して発注するという従

来の事業にはない作業が発生し、その作業の多くに専門的知見が必要なこと

から、その発注業務の一部を民間のコンサルタント等へ委託することが一般

的である。この委託費(アドバイザリー費用と言われる)については、PFI 事

業には必須かつ VFMの生じる PFI事業を行うことによって長期的には回収可

能であるものの、事業の企画・発注段階でまとまった財政負担が発生するた

めに、小規模な地方公共団体を中心に、資金の調達が課題となっている。 

【施策の方向性】 

 PFI 事業は、補助金・交付金の有効活用にもつながることから、そのアド

バイザリー費用等についても地方公共団体の初期の財政負担を軽減するイ

ンセンティブ等が必要ではないか。また、昨年 12月の地域再生法の改正にお

いて、民間資金等活用公共施設等整備事業が地域再生計画に記載可能な事項

として追加され、PPP/PFI が地域再生に資するものであることが明確化され

たことから、地方創生推進交付金等の支援施策を活用して積極的に支援すべ

きではないか。 

 あわせて、地方公共団体の職員が自力でできる業務範囲の拡大のため、導

入可能性調査等の簡素化や、人材の育成・支援に関する取組(7.参照)を推進

すべきではないか。 

 また、地方公共団体におけるアドバイザリー費用等の相対的な負担を減ら

すために、複数の地方公共団体で類似事業をまとめて発注するなど、事業の

大規模化にも努めるべきではないか。 
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５．地域経済活性化等に資する PPP/PFIの推進 

【現状・背景】 

 PPP/PFIの普及にあたっては、地域経済社会の活性化や環境問題などの社

会的課題の解決につなげるため、地域の民間事業者等の積極的な参画が必要

である。 

実際には、平成 29 年度に事業契約を締結した地方公共団体発注の PFI 事

業のうち 93%の事業で地域の民間事業者が参画しているが、依然として発注

者・受注者ともに地域企業の受注機会が減少するのではないかという懸念が

ある。このほか、地方公共団体職員における PFI事業の発注業務や企画提案

等への不慣れや民間事業者における SPCへの参画の経験・ノウハウ不足など

が課題として挙げられる。 

【施策の方向性】 

地域の民間事業者の参画や地域外の民間事業者との交流、官民対話やノウ

ハウの共有を促すため、昨年５月に創設した PPP/PFI地域プラットフォーム

協定制度の拡大など、政府は PPP/PFI地域プラットフォームへの支援等に一

層取り組むべきではないか。 

なお、地域プラットフォームにおいては、地域の課題・事情に精通し、か

つ、地域企業への事業に要する資金の出し手となり得る地域金融機関が参画

し、より積極的に役割を果たすべきである。 

また、地域経済活性化等に資する PPP/PFIの促進のためには、発注時に地

域経済社会の成長につながるような提案等に対して加点等が行われるなど

十分な評価が行われることが必要であり、PFI法に規定する基本方針を定め

る際の配慮事項(同法第４条第３項)にそのような努力義務を記載すること

等も検討すべきではないか。 
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６．共有物に関する運営権の設定等 

【現状・背景】 

 現在でも、異なる公共施設等の管理者等が共通で必要になる公共施設等を

共有し、一方の共有者が他の共有者より運営を受託する例は見られるが、今

後、運営を受託した共有者が、民間の創意工夫を活かした効率的な運営を行

うため、もう一方の承諾を得た上で公共施設等運営権を設定することも考え

られる。 

 この場合、運営を委託した共有者が、何らかの事情で、共有関係から離脱

し、共有物分割請求権を行使する等のリスクが指摘されている。 

【施策の方向性】 

 今後、施設の統合・広域化の進展に伴って、公共施設等を共有し、共有物

に対して公共施設等運営権を設定するケースは十分あり得るものであり、そ

うした場合に、円滑な事業運営を確保するとともに、民間事業者の参入を阻

害するおそれのあるリスクを軽減するため、例えば、民法 256条で規定する

共有物分割請求権の行使を制約する期間の上限(5 年)に特例を設けるなど、

必要な措置を講じるべきではないか。 

 

７．資格等の整備 

【現状・背景】 

 地方公共団体においては、PPP/PFI の導入を試みたいと思いつつも、

PPP/PFIに係るノウハウを有する職員がいないことで十分な検討まで至らず

に断念してしまう現状がある。一方で、過去に PPP/PFIを経験してノウハウ

を習得していても、当該地方公共団体における事業が少ないため知見を活か

せていない地方公共団体職員、地域金融機関、地域企業の担当者等も多い。 

【施策の方向性】 

 地方公共団体、地域金融機関、地域企業等で PPP/PFIに係る業務経験を積

んだ者や、研修等を行い基礎的な知見を取得した受講者を評価・認定し、そ

れらの人材を活用する仕組み等を政府が主導して検討すべきではないか。 
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８．BOT税制の特例措置の拡充 

【現状・背景】 

 BOT(Build-Operate-Transfer)方式は BTO(Build-Transfer-Operate)方式

と異なり、事業期間においても民間事業者があえて所有権を保持することに

より、機動的な施設改修など民間の創意工夫が発揮しやすくなるとともに、

管理者にとって施設所有に係るリスクが軽減されるなどのメリットがある

ことから、庁舎、給食センター、公立学校など公共からのサービス購入料で

運営されている非収益施設に限り、平成 17 年から課税標準を２分の１にす

る特例が認められているが、BOT方式による事業数は伸び悩んでいるのが現

状である。 

 これは、現行の特例措置が、サービス購入料で運営されている非収益施設

に限定され、対象施設が絞られてしまうことや、特例の水準が課税標準の 2

分の 1にとどまっていることが主な要因と考えられる。 

【施策の方向性】 

PFI事業における BOT方式のシェアを増やし、一層の民間の創意工夫を引

き出すため、BOT税制の特例措置の拡充を検討すべきではないか。 

特に、市民ホールや会議場、体育館、福祉施設など利用料金収入を得て運

営される公共施設こそ、民間の創意工夫が発揮されやすく、BOT方式による

整備が有効と考えられるため、BOT税制の対象に含める必要があるのではな

いか。 

 


